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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第56期

中間会計期間
第57期

中間会計期間
第56期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (千円) 14,447,396 15,832,885 29,404,657

経常利益 (千円) 754,410 822,970 1,527,965

中間(当期)純利益 (千円) 584,808 581,194 1,155,468

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 4,988,077 4,988,077 4,988,077

発行済株式総数 (株) 20,832,441 20,832,441 20,832,441

純資産額 (千円) 6,595,431 7,608,339 7,189,473

総資産額 (千円) 12,086,915 13,502,585 13,449,948

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 30.60 30.40 60.47

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － 7.50 10.00

自己資本比率 (％) 54.24 55.91 53.06

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 795,401 1,025,120 1,943,096

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △471,365 △2,248,964 △1,571,630

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △943,396 △842,953 △470,287

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 4,102,460 2,556,232 4,623,146
 

(注) １．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が会社

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリス

クの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当中間会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日まで）におけるわが国の経済は、高い賃上げ率に伴う所得

環境の改善により実質賃金が８カ月連続で前年同月を上回る状況となり、また、世界的なＡＩ・半導体関連需要の

増加に伴いメモリ製造、メモリ装置製造などデジタル関連企業を中心に業績改善がみられるなど景気は緩やかな回

復基調にあります。一方、個人消費は継続する原油高・円安に起因した物価高、今夏連続して接近した台風の影響

による長雨や自然災害などにより慎重な動きがみられます。今後も中東及びロシア・ウクライナ情勢の影響、米国

政策が及ぼす影響など、引き続き、わが国を取り巻く景気の先行きには留意が必要な状況です。

外食産業におきましては、賃上げ効果による外食需要の増加、価格改定による客単価の上昇、堅調なインバウン

ド需要などにより底堅く推移いたしました。一方、物価上昇による光熱費・食材価格の値上げ、建築資材価格の上

昇に伴う出店コスト増加、人手不足に伴う人件費関連コストの上昇など、経営環境は依然として厳しい状況が続い

ております。

このような経済環境の中、当社は当事業年度（2027年３月期）のテーマ「再生から進化へ」を掲げ、今期を初年

度とする中期経営計画の達成に向け取組んでまいります。当中間期は新たに直営店３店舗、海外フランチャイズ１

店舗を出店いたしました。中期経営計画最終年度（2029年３月期）における国内店舗数400店舗に向け、出店を進

めてまいります。

また、地域貢献への取組みとして、仙台市内の子ども食堂への寄付、7月28日に発生した熊本地震により被災さ

れた方々への支援を目的に、全国の幸楽苑の店舗において募金活動を行いました。皆様からお預かりした募金は熊

本県（令和８年熊本地震義援金）へ寄付しております。

当中間会計期間の状況は、第１四半期は例年通り定番冷麺３種（冷し中華、冷し担担麺、冷し麻辣担担麺）など

の販売を行いました。第２四半期は当社の出店エリアである東日本において、連続した台風の影響による天候不順

が続いたため、担担麺、麻辣担担麺などの温かい商品を前倒しして販売を行うなど、お客様の需要に合わせた商品

提供を行いました。

店舗展開は国内においては新規出店３店舗（郡山桑野店、青森石江店、村山店（山形県））及び、ブランドイ

メージ統一を目的とした店舗リニューアルを15店舗で実施しました。海外展開ではタイ王国のフランチャイズであ

るプレジデント幸楽苑において10号店を出店いたしました。

以上の結果、当中間会計期間の業績は、売上高15,832百万円（前年同期比9.6％増）、営業利益817百万円（前年

同期比8.2％増）、経常利益822百万円（前年同期比9.1％増）、中間純利益は581百万円（前年同期比0.6％減）と

なりました。

当中間会計期間末の店舗数は、新店「郡山桑野店」のオープンなどにより369店舗となりました。

店舗内訳は、国内直営店347店舗、国内外フランチャイズ22店舗（国内12店舗、海外10店舗）となりました。

なお、「ラーメン事業」の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしておりません。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前事業年度末に比べて563百万円減少し、5,398百万円となりました。これは、現金及び預金が

756百万円減少し、売掛金68百万円、棚卸資産55百万円、流動資産「その他」に含まれる前払費用61百万円が増加

したことなどによります。

固定資産は、前事業年度末に比べて616百万円増加し、8,104百万円となりました。これは、建物279百万円、

有形固定資産「その他」に含まれる構築物62百万円、機械及び装置57百万円、工具、器具及び備品103百万円、建

設仮勘定77百万円が増加したことなどによります。

この結果、総資産は、前事業年度末に比べて52百万円増加し、13,502百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前事業年度末に比べて384百万円減少し、4,462百万円となりました。これは、短期借入金560百

万円が減少し、買掛金85百万円、流動負債「その他」に含まれる未払金78百万円が増加したことなどによりま

す。

固定負債は、前事業年度末に比べて17百万円増加し、1,431百万円となりました。これは、退職給付引当金が

31百万円減少し、固定負債「その他」に含まれるリース債務が48百万円増加したことなどによります。

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて366百万円減少し、5,894百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前事業年度末に比べ418百万円増加し、7,608百万円となりました。これは、利益剰余金から配

当金として191百万円支出し、中間純利益581百万円を計上したことにより、390百万円の増加となったことなどに

よります。また、今後の資本政策の機動性、柔軟性を確保し、分配可能額の充実を図るため、資本準備金2,383百

万円をその他資本剰余金へ振り替えております。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ2,066百万円減

少し、2,556百万円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況と、それらの主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、1,025百万円の収入となりました。これは、税

引前中間純利益の計上772百万円、減価償却費の計上386百万円等によるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、2,248百万円の支出となりました。これは、定

期預金の預入による支出1,310百万円、有形固定資産の取得による支出932百万円等によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、842百万円の支出となりました。これは、短期

借入金の減少560百万円、配当金の支払191百万円等によるものであります。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 
(5) 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当中間会計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について、

重要な変更及び新たに生じた基本方針はありません。

 
(6) 研究開発活動

当中間会計期間の研究開発費の総額は24百万円であります。

 
３ 【重要な契約等】

当中間会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,832,441 20,832,441
 東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株でありま
す。

計 20,832,441 20,832,441 － －
 

(注) 提出日現在発行数には、2026年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年６月19日 (注) － 20,832,441 － 4,988,077 △2,383,460 968,071

 

(注) 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。

 
(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社ラニケアコーポレー
ション

福島県郡山市長者1-5-20 2,292 11.78

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂1-8-1 1,309 6.73

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内3-3-1 667 3.43

アリアケジャパン株式会社 東京都渋谷区恵比寿南3-2-17 450 2.31

日東富士製粉株式会社 東京都中央区新川1-28-23 445 2.29

株式会社東邦銀行 福島県福島市大町3-25 401 2.06

アサヒビール株式会社 東京都墨田区吾妻橋1-23-1 366 1.88

株式会社日本カストディ銀行
（信託Ｅ口）

東京都中央区晴海1-8-12 323 1.66

株式会社大東銀行 福島県郡山市中町19-1 266 1.37

株式会社ＮＮアセットマネジメ
ント

東京都千代田区九段南1-5-6 196 1.01

計 － 6,721 34.55
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式1,380千株（6.62％）があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,380,800
 

－
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,409,200
 

194,092 同上

単元未満株式 普通株式 42,441
 

－ 同上

発行済株式総数 20,832,441 － －

総株主の議決権 － 194,092 －
 

(注) １．「完全議決権株式(自己株式等)」欄の普通株式には、当社が導入した「株式給付信託(J-ESOP)」の信託口が

所有する204,300株及び「株式給付信託(BBT)」の信託口が所有する119,500株は含まれておりません。

２．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株(議決権13個)含ま

れております。

３．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式30株及び証券保管振替機構名義の株式45株が含ま

れております。

 

② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社幸楽苑

福島県郡山市田村町上行
合字北川田2-1

1,380,800 － 1,380,800 6.62

計 － 1,380,800 － 1,380,800 6.62
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2026年４月１日から2026年９月30日ま

で)に係る中間財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2026年３月31日)
当中間会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,673,146 3,916,232

  売掛金 751,106 820,016

  棚卸資産 ※  289,642 ※  344,870

  その他 248,589 317,440

  流動資産合計 5,962,485 5,398,560

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 2,467,972 2,747,048

   土地 1,245,936 1,245,936

   リース資産（純額） 542,145 561,813

   その他（純額） 1,424,007 1,743,274

   有形固定資産合計 5,680,062 6,298,072

  無形固定資産 98,722 92,859

  投資その他の資産   

   敷金及び保証金 1,134,544 1,139,871

   その他 577,864 576,954

   貸倒引当金 △3,732 △3,732

   投資その他の資産合計 1,708,677 1,713,093

  固定資産合計 7,487,462 8,104,025

 資産合計 13,449,948 13,502,585

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,040,032 1,125,283

  短期借入金 980,000 420,000

  １年内返済予定の長期借入金 99,960 58,430

  未払費用 1,065,164 1,097,003

  未払法人税等 308,984 272,958

  賞与引当金 324,584 340,852

  転貸損失引当金 1,307 －

  ポイント引当金 29,143 －

  契約負債 － 30,919

  その他 997,329 1,116,862

  流動負債合計 4,846,507 4,462,309

 固定負債   

  長期借入金 8,450 －

  退職給付引当金 142,565 110,921

  資産除去債務 980,073 973,913

  その他 282,878 347,101

  固定負債合計 1,413,967 1,431,936

 負債合計 6,260,474 5,894,246
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2026年３月31日)
当中間会計期間
(2026年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,988,077 4,988,077

  資本剰余金   

   資本準備金 3,351,532 968,071

   その他資本剰余金 － 2,368,344

   資本剰余金合計 3,351,532 3,336,416

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 1,155,462 1,545,538

   利益剰余金合計 1,155,462 1,545,538

  自己株式 △2,380,515 △2,359,250

  株主資本合計 7,114,555 7,510,780

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 22,481 39,068

  評価・換算差額等合計 22,481 39,068

 新株予約権 52,436 58,490

 純資産合計 7,189,473 7,608,339

負債純資産合計 13,449,948 13,502,585
 

 

EDINET提出書類

株式会社幸楽苑(E03293)

半期報告書

10/19



(2) 【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 14,447,396 15,832,885

売上原価 4,374,034 4,990,548

売上総利益 10,073,362 10,842,336

販売費及び一般管理費 ※  9,318,121 ※  10,025,039

営業利益 755,240 817,297

営業外収益   

 受取利息 559 1,923

 固定資産賃貸料 56,426 53,000

 その他 18,186 26,675

 営業外収益合計 75,173 81,600

営業外費用   

 支払利息 6,077 3,855

 固定資産賃貸費用 52,246 47,918

 その他 17,678 24,152

 営業外費用合計 76,003 75,927

経常利益 754,410 822,970

特別利益   

 収用補償金 7,055 －

 固定資産売却益 300 11,000

 その他 － 232

 特別利益合計 7,355 11,232

特別損失   

 固定資産廃棄損 52,010 46,158

 減損損失 74 15,237

 その他 3,050 －

 特別損失合計 55,135 61,395

税引前中間純利益 706,630 772,807

法人税、住民税及び事業税 151,730 181,300

法人税等調整額 △29,907 10,313

法人税等合計 121,822 191,613

中間純利益 584,808 581,194
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 706,630 772,807

 減価償却費 345,538 386,393

 減損損失 74 15,237

 賞与引当金の増減額（△は減少） 4,878 16,268

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △39,295 △31,644

 受取利息及び受取配当金 △3,810 △5,634

 支払利息 6,077 3,855

 固定資産売却損益（△は益） △300 △11,000

 固定資産廃棄損 8,839 16,041

 売上債権の増減額（△は増加） 48,315 △68,909

 棚卸資産の増減額（△は増加） △23,669 △55,228

 その他の資産の増減額（△は増加） 61,481 △66,853

 仕入債務の増減額（△は減少） △204,588 149,791

 未払費用の増減額（△は減少） 14,399 31,833

 その他の負債の増減額（△は減少） 8,948 △28,521

 未払消費税等の増減額（△は減少） △76,888 37,318

 その他 14,072 40,557

 小計 870,705 1,202,312

 利息及び配当金の受取額 3,683 4,134

 利息の支払額 △5,946 △3,658

 法人税等の支払額 △72,687 △177,667

 その他の支出 △353 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー 795,401 1,025,120

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △30,000 △1,310,000

 有形固定資産の取得による支出 △448,138 △932,377

 有形固定資産の売却による収入 300 11,000

 敷金及び保証金の差入による支出 △5,807 △22,741

 敷金及び保証金の回収による収入 37,524 8,613

 建設協力金の支払による支出 － △1,500

 建設協力金の回収による収入 3,175 2,423

 資産除去債務の履行による支出 △19,383 △1,370

 その他 △9,036 △3,013

 投資活動によるキャッシュ・フロー △471,365 △2,248,964

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 リース債務の返済による支出 △93,776 △41,695

 短期借入金の純増減額（△は減少） △700,000 △560,000

 長期借入金の返済による支出 △149,980 △49,980

 自己株式の増減額（△は増加） 359 △159

 配当金の支払額 － △191,118

 財務活動によるキャッシュ・フロー △943,396 △842,953

現金及び現金同等物に係る換算差額 △137 △117

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △619,497 △2,066,914

現金及び現金同等物の期首残高 4,721,957 4,623,146

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  4,102,460 ※  2,556,232
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 
(中間貸借対照表関係)

※ 棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2026年３月31日)
当中間会計期間
(2026年９月30日)

商品及び製品 129,868千円 157,869千円

仕掛品 14,875 14,921 

原材料及び貯蔵品 144,899 172,080 

計 289,642 344,870 
 

　

(中間損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

給与手当 4,145,896千円 4,534,418千円

賞与引当金繰入額 273,414 311,635 

退職給付費用 5,796 8,416 

賃借料 1,237,498 1,268,552 
 

 
(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

 
前中間会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金 4,132,460千円 3,916,232千円

預入期間が3か月を超える定期預金 △30,000 △1,360,000 

現金及び現金同等物 4,102,460 2,556,232 
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(株主資本等関係)

前中間会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は、2025年６月19日開催の第55期定時株主総会に「資本準備金及び利益準備金の額の減少並びにその他の

剰余金の処分の件」について決議しました。その概要は次のとおりであります。

(1) 本件の目的

当社は、前事業年度末における繰越利益剰余金の欠損額を補填し財務体質の健全化を図ることを目的とし

て、会社法第448条第１項の規定に基づき資本準備金の一部及び利益準備金の全額を取崩し、併せて会社法第

452条の規定に基づきその他の剰余金の処分を行いました。

 
(2) 資本準備金及び利益準備金の額の減少並びにその他の剰余金の処分内容

① 資本準備金及び利益剰余金の額の減少

ａ．減少する資本準備金の額       1,582,953,568円

ｂ．増加するその他資本剰余金の額 1,582,953,568円

ｃ．減少する利益準備金の額          62,800,000円

ｄ．増加する繰越利益剰余金の額      62,800,000円

② その他の剰余金の処分

上記①によるその他資本剰余金の増加後にその他資本剰余金及び別途積立金の全額を減少し、繰越利益剰

余金に振替えるものです。

ａ．減少するその他資本剰余金の額 1,732,285,603円

ｂ．減少する別途積立金の額       2,930,070,000円

ｃ．増加する繰越利益剰余金の額   4,662,355,603円

 
(3) 資本準備金及び利益準備金の額の減少並びにその他の剰余金の処分の日程

① 取締役会決議日 2025年５月12日

② 株主総会決議日 2025年６月19日

③ 効力発生日     2025年６月20日

 
(4）その他

本件は、貸借対照表の純資産の部における勘定科目内の組替であり、当社の業績に与える影響はありませ

ん。また、当社の純資産額、発行済株式総数、1株当たりの純資産額に変更はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社幸楽苑(E03293)

半期報告書

14/19



 

当中間会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月13日
取締役会

普通株式 191,118 10.00 2026年３月31日 2026年６月19日 利益剰余金
 

(注) １．2026年２月10日時点において、当社自己株式の帳簿価額が剰余金の額を上回っていることから、その状況を

解消するため、本件配当に先立ち2026年６月19日に資本準備金の額を減少し、その他資本剰余金に振り替え

ております。

２．配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）によって設定される信託に対する配当金2,064千円及び株式給

付信託（BBT）によって設定される信託に対する配当金1,195千円を含めておりません。これは、本信託が保

有する当社株式を自己株式として認識しているためです。

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年10月21日
取締役会

普通株式 143,458 7.50 2026年９月30日 2026年12月１日 利益剰余金
 

(注) 配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）によって設定される信託に対する配当金1,532千円及び株式給付信

託（BBT）によって設定される信託に対する配当金896千円を含めておりません。これは、本信託が保有する当

社株式を自己株式として認識しているためです。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は、2026年６月18日開催の第56期定時株主総会において、「資本準備金の額の減少の件」について決議い

たしました。その概要は次のとおりであります。

(1) 資本準備金の額の減少の目的

会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の額を減少させ、その他資本剰余金に振り替えることによ

り、今後の資本政策の機動性、柔軟性を確保するとともに、分配可能額の充実を図るものであります。

(2) 資本準備金の額の減少の要領

① 減少すべき資本準備金の額

資本準備金の額3,351,532,078円を2,383,460,691円減少させて、968,071,387円としました。

② 資本準備金の額の減少の方法

資本準備金の額を減少させ、その他資本剰余金へ振り替えております。

(3) 資本準備金の額の減少の日程

① 取締役会決議日 2026年２月10日

② 債権者異議申述公告日 2026年３月２日

③ 債権者異議申述最終期日 2026年４月３日

④ 株主総会決議日 2026年６月18日

⑤ 効力発生日 2026年６月19日
 

(4) その他

本件は、貸借対照表の純資産の部における勘定科目内の組替であり、当社の業績に与える影響はありませ

ん。また、当社の純資産額、発行済株式総数、１株当たりの純資産額に変更はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社幸楽苑(E03293)

半期報告書

15/19



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、「ラーメン事業」の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

(収益認識関係)

当社の事業はラーメン事業であり、収益及びキャッシュ・フローの性質、計上時期等に関する重要な相違はあ

りません。よって、開示の重要性が乏しいため、顧客との契約から生じる収益を分解した情報の記載は省略して

おります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

１株当たり中間純利益  30円60銭 30円40銭

（算定上の基礎）    

中間純利益 (千円) 584,808 581,194

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る中間純利益 (千円) 584,808 581,194

普通株式の期中平均株式数 (株) 19,109,109 19,117,877

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中間
純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度末から
重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

２．株式給付信託(J-ESOP)によって設定される信託が所有する当社株式については、中間財務諸表において自己

株式として認識しております。

１株当たり中間純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前中間会計期間209,090株、

当中間会計期間206,144株であります。

３．株式給付信託（BBT)によって設定される信託が所有する当社株式については、中間財務諸表において自己株

式として認識しております。

１株当たり中間純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前中間会計期間119,500株、

当中間会計期間119,500株であります。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第57期（2026年４月１日から2027年３月31日まで）中間配当について、2026年10月21日開催の取締役会において、

2026年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                               143,458千円

②　１株当たりの金額      　                      7円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  　2026年12月１日
 

(注) 配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）によって設定される信託に対する配当金1,532千円及び株式給付

信託（BBT）によって設定される信託に対する配当金896千円を含めておりません。これは、本信託が保有する

当社株式を自己株式として認識しているためです。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月13日

株式会社幸楽苑

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

福島事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水   野   友   裕  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大   倉   克   俊  

 

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社幸楽苑

の2026年４月１日から2027年３月31日までの第57期事業年度の中間会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につ

いて期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社幸楽苑の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業

に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、期中財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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